	　平成２１年度（主な取り組みの結果、成果等）

	Ⅰ．結果、成果等が出始めたもの
１． 林業・木材産業の再生
(1)原木の生産の集約化・効率化（森の工場の整備）
市町村や森林組合等関係団体に対し、取り組み内容の周知と実践を働きかけるとともに、事業体等への個別サポートを実施。その結果、１２月時点において新たに約5,900haの森の工場の認定が見込まれ、集約化・効率化に対する認識は高まり、森の工場は拡大しつつある。
また、現場の技術指導においても、個々の現場で作業条件が異なる林業現場に対応できるよう、作業システムや森林施業プランナーの研修会を県内一円で行い、地域に適合した作業システムの検討や、生産性、コスト意識などへの理解が進み、森林所有者に対し施業を提案する取り組みが始まり、森林所有者の森の工場への理解も深まりつつある。
(2)流通の統合・効率化（製品の流通体制の整備）　             関連性が強く　　　　　　　　　　　　 

(3)販売力の強化                                             別紙１で整理
２． 木質バイオマス利用の拡大
(1)未利用森林資源の有効活用（利用の普及）
林地残材、製材端材など木質バイオマスの有効活用に向けて、木質ペレット製造施設の整備、農業用及び県有施設等への木質ペレットボイラーの導入を推進。
（木質ペレット製造施設：平成21年度末には6,500tの供給体制が整う。）
（木質ペレットボイラーの導入：新たに50台を導入し、平成21年度末には県下に77台のボイラーが普及）
また、残灰についても、地域の意向を聞きながら、有効活用に向けて検討会等を実施。
３． 健全な森づくり
(1)荒廃森林の解消
間伐実行の中心団体である森林組合系統が、間伐の推進について組織的に取り組むことを表明するなど取り組みが強化された。

県営林を活用した、森林吸収クレジットの創出やCO2削減クレジットの販売に取り組む

（発行クレジットH21,6(1,039t-CO2)、H22,1(800 t-CO2予定)） 

（販売実績H21,11(76t-CO2)、(H22,3( 1,600t-CO2予定))
また、J-VER制度を普及させるために、県内に審査、認証機関を設置するべく、推進体制を整える。
Ⅱ．予定どおり進捗しなかったもの
１．林業・木材産業の再生
(1)大型製材工場や中小加工事業体の共同・協業化       関連性が強く別紙１で整理
２．森のものの活用
(1)森の恵みを余すことなく活用する
特用林産業への新規就業状況の調査を実施するとともに、需要側のニーズを把握し、特用林産物の振興に向けた検討会を実施。シキミやサカキなど重点品目を選定し、生産技術等研修会を実施。
３．健全な森づくり
(1)荒廃森林の解消
森林の管理代行などの仕組みづくりのための検討委員会を設置したが、課題の整理や取り組みの方向性の検討に時間を要し、当初想定した進捗どおり進まなかった。



産業成長戦略の取り組みについて【林業分野】


	　平成２２年度（計画の追加・拡充等）

	Ⅰ．結果、成果等が出始めたもの
１． 林業・木材産業の再生
(1)原木の生産の集約化・効率化（森の工場の整備）
森の工場づくりへの認識は高まり、認定面積の拡大は進んでいるが、県内全域への展開を目指し、さらなる森の工場の拡大に取り組む。
また、引き続き作業システム等の研修を行うとともに、林業部会からの意見でもある、作業道等を継続的な使用に耐え得るような機能強化や架線集材など、本県の地形・地質に対応できる、効率的な作業システムへの支援の拡充により、集約化・効率化と木材生産量の増大に向けた取り組みを強化する。
(2)流通の統合・効率化（製品の流通体制の整備）                  関連性が強く
(3)販売力の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙１で整理
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２．木質バイオマス利用の拡大
 (1)未利用森林資源の有効活用（利用の普及）
木質バイオマスの利用拡大を図るため、引き続き、木質
ペレットボイラーを、県内に普及に努めるとともに需給バ
ランスを整える。（来年度導入予定：木質ペレットボイラー57台） 
残灰については成分分析を進め、有効性を検証し、利用も含めた地域システムの確立を急ぐ。
３．健全な森づくり
(1)荒廃森林の解消
施業集約化に取り組みながらも、間伐を積極的に進めるために、森林組合系統との連携の強化し、間伐面積の拡大を図る。
CO2削減プロジェクトに取り組んでいる事業体との契約更新や、新たな事業体との新規契約に向けた合意形成を図る。
また、CO2森林吸収については、プログラム認証の取得により、サービスを充実させ、県内への制度の普及に取り組む。
Ⅱ．予定どおり進捗しなかったもの
　１． 林業・木材産業の再生
(1)大型製材工場や中小加工事業体の共同・協業化      関連性が強く別紙１で整理
２． 森のものの活用
(1)森の恵みを余すことなく活用する
林業部会からの意見も参考に、地域の特用林産物の生産活動への支援や、生産者の確保定着を図るための実践研修等に対し支援するとともに、ＪＡや首都圏アンテナショップ等を通じて、情報発信や販売力の強化に取り組む。
３． 健全な森づくり
(1)荒廃森林の解消
今後の国の森林管理政策の方向性などの情報を収集するとともに、モデル事業は境界明確化事業と組み合わせた形で実施し、引き続き課題の整理を進めるとともに、新たに条件が厳しい箇所でも実施し、より多様な検証を行う。






























































